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はじめに 
EU（欧州連合）は 2000 年に欧州理事会で「リスボン戦略」（2010 年までにより多くの雇用
と強い社会的結束を伴い，持続可能な経済成長を可能にし得る，知識基盤型経済・社会への移
行を目指したもの）を採択した。これを基軸に教育を含む各分野が対応を迫られてきた。ただ










は，たとえば，European Journal of Education の Vol.48,No.3(2013)が特集を組んでいる。また，
ドロップアウトや若者の失業問題の視点からの研究をあげることができ（例として，Lamb, S. et 








（Education & Training 2010: ET2010）」で戦略目標を定め，目標達成のために 2010 年に向けた
5 つのベンチマーク（数値目標）を設定し，2004 年からの年次報告書（Progress Report）で達
成進捗状況をモニターしてきた。リスボン戦略で導入された「裁量的政策調整」（OMC: Open 
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Method of Coordination）が EU の目標達成に向けた統治手法として教育・訓練分野でも適用さ
れており，達成状況をモニタリングされながら，良い実践を学び合うしくみが浸透していくこ
ととなる。これは加盟国にいわばソフトパワーとして圧力を与えていると言える。









欧州委員会（European Commission）は 2012 年から毎年度モニタリング報告書「Education and 
Training Monitor」1を発行し，ET2020 の進捗についてモニタリングし，EU の生涯学習研究セン
ター（CRELL）では指標のデータ分析をおこなっている。モニタリング報告書で用いられるデ




EU (28 countries) 14.2 13.9 13.4 12.7 11.9 11.2 (b)
EU (27 countries) 14.3 14 13.5 12.8 12 11.3 (b)
Belgium 11.1 11.9 12.3 12 11 9.8 (b) 9.5
Bulgaria 14.7 13.9 11.8 (b) 12.5 12.5 12.9 (b) 11
Czech Republic 5.4 4.9 4.9 (b) 5.5 5.4 (b) 5.5 (b) 5.5
Denmark 11.3 11 9.6 9.1 8 7.8 (b) 10 (d)
Germany 11.1 11.9 11.6 (b) 10.5 9.8 9.5 (b) 10 (d)
Estonia 13.5 (b) 11 10.6 10.3 9.7 11.4 (b) 9.5
Ireland 11.7 (b) 11.5 10.8 9.7 8.4 6.9 (b) 8
Greece 14.2 (b) 13.5 12.9 11.3 10.1 9 (b) 9.7
Spain 30.9 28.2 26.3 24.7 23.6 21.9 (b) 15 (d)
France 12.4 12.7 12.3 11.8 9.7 (b) 9 (b) 9.5
Croatia 5.2 5.2 (b) 5 5.1 4.5 2.7 (bu) 4
Italy 19.1 18.6 17.8 17.3 16.8 15 (b) 16
Cyprus 11.7 (b) 12.7 11.3 11.4 9.1 6.8 (b) 10
Latvia 14.3 12.9 11.6 10.6 9.8 8.5 (b) 13.4
Lithuania 8.7 7.9 7.4 6.5 6.3 5.9 (b) 9 (d)
Luxembourg 7.7 (b) 7.1 6.2 8.1 6.1 6.1 (b) 10 (d)
Hungary 11.5 10.8 11.4 11.8 11.9 11.4 (b) 10
Malta 25.7 23.8 22.7 (b) 21.1 20.5 20.3 (b) 10
Netherlands 10.9 10 (b) 9.2 8.9 9.3 (b) 8.7 (b) 8
Austria 8.8 8.3 8.5 7.8 7.5 7 (b) 9.5
Poland 5.3 5.4 (b) 5.6 5.7 5.6 (b) 5.4 (b) 4.5
Portugal 30.9 28.3 23 (b) 20.5 18.9 17.4 (b) 10
Romania 16.6 19.3 (b) 18.1 17.8 17.3 18.1 (b) 11.3
Slovenia 5.3 5 4.2 4.4 3.9 4.4 (b) 5
Slovakia 4.9 4.7 5.1 (b) 5.3 6.4 6.7 (b) 6 (d)
Finland 9.9 10.3 9.8 8.9 9.3 9.5 (b) 8
Sweden 7 6.5 6.6 7.5 7.1 6.7 (b) 10 (d)
United Kingdom 15.7 14.8 (b) 14.9 (b) 13.4 12.3 11.8 (b) : (d)
:=not available b=break in time series e=estimated d=definition differs (see metadata) u=low reliability 
Source of Data: Eurostat
National
Target2009 2010 2011 2012 2013 2014
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では，それ以降，どのような変化があったのだろうか。最新データである 2014 年には 19 ヵ
国が達成している。EU 平均も 11.2%と年々下がってきている。また，各国が設定する国家指標







徒たちが離れていく要因のひとつとされている（Vallejo, C. & Dolly, M. 2013）。
それでは，2015 年のモニタリング報告書（European Commission 2015b, 32-39）をもとにしな




(図１)2014 年の各国別早期離学割合と平均年間変動（2011-2014 年） 
グループ A（11 ヵ国）はヘッドライン指標に到達した後も早期離学率を下げることに大きく
前進しており，国家指標にも到達している 3。グループ B（5 ヵ国）は，スペイン（ES），マル
タ（MT），ポルトガル（PT），イタリア（ IT），イギリス（UK）で，ヘッドライン指標にはまだ















は 5.9%だが，最も高い北西地域では 20.8%である。ハンガリーは，中央地域は 7.2%だが北部地






























セカンドチャンスの学校もそこに位置づけられている（園山 2015, 136-143）。  
次に，地域間格差やさまざまな格差への取り組み例を紹介しておきたい。ヨーロッパ社会投
資基金（European Structural and Investment Funds: ESIF）の活用である。ESIF のひとつであるヨ




告書（European Commission 2014b）でも言及されている。ここでは，前節のグループ B に位置
する，まだまだヘッドライン指標には到達していない，移民の離学率も高いイタリアの例をみ
ることにする。南イタリアにあるプーリア（Puglia）地域での“Diritti a Scuola”（「学校への権








置と介入的措置からなるプロジェクトである。結果として，中退率は 2004 年の 30.3 % から 2011
年の 19.5 %（イタリア国内平均 17 %）へと減少している。  
前後するが，2014 年の報告書「ヨーロッパにおける教育と訓練からの早期離れへの取り組み」
（European Commission/EACEA/Eurydice/Cedefop 2014a, 35-50）では，過去の先行研究から早期
離れの要因を大きく３つに分けて示している。それらは，「個人，家族，社会経済的状況，移民
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成目標に近づきつつある。EU 理事会は，2015 年 11 月に早期離学対策の継続の重要性を結論文
















がせている。もちろん，それ以前から EU 域内移動も活発化していた。いわゆる「EU の東方拡
大」（2004 年）によって新たに EU に加盟した東欧およびバルト諸国 11の人びとの域内移動であ
る。2007 年のルーマニア，ブルガリアの加盟，2013 年のクロアチアの加盟によって，それはさ
らに勢いを増しつつある。イギリスでは，東欧・バルト諸国からの移民が急増してきた。これ














（「 JSPS KAKENHI Grant Number 15K04361」）による成果の一部である。  
 




1 European Commission の Education and Training Monitor のサイトから各年版を入手できる。本稿で使用し
た当該報告書もダウンロードしたものである。http://ec.europa.eu/education/tools/et-monitor_en.htm（最終
閲覧 2016/2/8）。  




うかで，状況に変化はなくても統計上の値は変わる（園山 2015，132）。  
5 2014 年のモニタリング報告書では詳しく取りあげられている（European Commission 2014b, 33-34）。  
6 Council Recommendation of 28 June 2011 on policies to reduce early school leaving 
7 EU 基金の教育政策における活用例は，柿内 (2012)を参照のこと。  
8 EU の ESF のサイトおよび地域政策のサイトで紹介されている。本稿の実践例紹介は地域政策のサイト，
http://ec.europa.eu/regional_policy/en/projects/italy/tackling-school-drop-out-rates-and-improving-re
sults（最終閲覧 2016/2/8）による。このプロジェクトは 2015 年に EU の RegioStars award を受賞している。  
9 Council Conclusions on reducing early school leaving and promoting success in school 
10 2015 Joint Report of the Council and the Commission on the implementation of the strategic framework for 
European cooperation in education and training (ET 2020) 
11 ポーランド，ハンガリー，チェコ，スロヴァキア，スロヴェニア，エストニア，ラトヴィア，リトア
ニア。なお，EU 域内の人の移動と教育については，柿内 (2015)を参照のこと。  
12 イギリスのキャメロン首相は EU からの離脱を問う国民投票を控え，EU 残留を目指した政策方針を打
ち出すため，2016 年初頭現在，移民への社会保障受給制限などについて EU との交渉を続けている。また，
最も多くの難民申請者の希望地となったドイツでは，ドイツおよびヨーロッパ全体での難民受け入れ姿勢
を貫くメルケル首相の支持率は下がり続けている。  
13 EU 主要国における外国人の子どもの教育に関する施策については，柿内・園山 (2015)を参照のこと。  
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